
厚生労働科学研究費補助金政策科学総合研究事業（政策科学推進研究事業） 
こども虐待ボーダーライン事例に対する保健師等の支援実践 

－ネグレクト事例に対する支援スキルの開発― 
平成２７年度 総括・分担研究報告書 

 

 
 
分担研究報告 

4．保健師が支援するこども虐待ボーダーライン事例の特徴 
 

 
外間知香子（研究協力者）琉球大学医学部保健学科 地域看護学 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
A 研究目的 

小笹らが実施したこども未来財団の平

成 23 年度調査研究事業「こども虐待ボー

ダーライン事例支援の経時的変遷に関す

る研究」1-3）では、保健師が何らかの支援

を行った事例では、転入転出の事例が

42％、母親に精神疾患がある事例が 19％、

知的障害のある事例が 15％、生活保護を

受給している事例が 33％であった。また、

保健師は、育児困難事例に対する支援に

不安や戸惑いを持っていることが明らか

になった 2-3）。 

今回、こども虐待の発生予防、早期発見・

早期対応を行うために行政機関の保健師が

支援しているこども虐待ボーダーライン事

例の特徴を明らかにすることを目的とした。 

 

B 研究方法 

（1）調査期間：平成 27 年 11 月から平成

28 年 2 月である。 

（2）対象者： 保健師経験 5 年以上、こど

も虐待事例支援経験が 5 事例以上ある市町
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村の保健師である。 

（3）調査方法：半構成面接調査 

（4）調査内容：インタビューガイドを用い

て 1 保健師から 2 事例を聞き取った。  

（5）分析方法：対象者の了解を得て IC レ

コーダーに録音し、逐語録を作成した。研

究ノートと逐語録をもとに事例分析を行っ

た。 

（6）倫理的配慮：調査開始前に対象者に研

究目的、方法、研究参加の自由、回答を拒

否する権利があること、回答が困難な質問

には回答しなくてもよいこと、などを口頭

と文書で説明し、対象者が自己意志に基づ

いて研究協力を判断するための情報を提供

した。文書による同意を得て調査を開始し

た。本研究者と対象者の間には利害関係は

存在しない。 

なお本調査は琉球大学倫理審査委員会の

承認後に実施した。 

 

C 研究結果 

3 つの市町の 7 名の保健師から 13 のこど

も虐待ボーダーライン事例の支援経過を聞

き取った。 

支援のきっかけは母子手帳交付時の面接、

こんにちは赤ちゃん事業での訪問、乳幼児

健診、保育所や小学校からの依頼などであ

った。保健師の支援期間は 4 か月から 18

年で、短期間でも濃厚に関わった事例があ

った。事例としては、生活保護受給者を含

む生活に困窮している世帯が 61.5％(8 人)

であった。育児支援者がいないケースは

38.5％(n=5)で、育児支援者がいても保健師

が関わっているケースがいた。母親は一見

物分かりがいいように見えるが、何度指導

しても行動しない母親が数名いた。また、

父親やパートナーに DV 疑いや精神障害が

あり、出産後に別離するケースが数例あっ

た。 

 

D 考察 

保健師が支援するこども虐待のボーダー

ライン事例は、林ら 4)の研究と同様に、経

済的不安を抱え、近隣、友人、親類から孤

立して育児支援者がいない状況であった。

また、生活に困窮している世帯は不衛生に

なっている世帯もあり、生活に支障をきた

していた。母親が家庭環境や子どもの不衛

生な状態を気にならない理由として、母親

が日々の生活に追われ精一杯な状況、もし

くは母親の養育環境も同様であったためだ

と考えられる。また、一見物分かりがよく

ても行動しない親に関しては、小笹ら 1)の

研究で『説明した内容を理解できない母親

や父親』と同様であると考える。本研究で

一見物分かりがよくても行動しない親に対

して保健師が支援していたことから、保健

師が支援に入る母親の特徴と考えられる。

今後もこのような母親と出会った時には支

援が必要なケースかどうか判断し、早期に

関わっていくことでこども虐待の予防へつ

ながると考える。 

 

E 結論 

 こども虐待ボーダーライン事例は、母親

の特性をアセスメントして早期に関わる必

要があると考える。 
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